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受動喫煙は人を殺す




なぜ、禁煙にしなければならないか 
→受動喫煙は人を殺すから 

Second-hand smoke kills Let’s clear the air 
（2001年の世界禁煙デーのテーマ）


•  客に安全な環境を提供する 
•  弱い立場であるサービス産業の従業員
に対しても一般職場の労働者同様、安
全な職場環境を守る 

•  分煙では受動喫煙は防げない 
•  サードハンドスモーク（残留タバコ煙）に
よる被害も考慮すべき 



日本では毎年 
受動喫煙で 

2~3万人 
死亡している






 
致死的受動喫煙関連疾患





•  心筋梗塞

•  脳卒中

•  肺ガン

•  乳ガン

•  気管支喘息

•  肺炎

•  乳幼児突然死症候群


松崎道幸氏のスライド


受動喫煙は

認知症リスクも

高めます。

高コチニン


レベル群は４４％

認知低下リスクが高い

ＢＭＪ2009.2.12 
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厚生労働省の公式見解 
｢空気清浄装置は、ガス状成分を除去できない。｣ 

日本電機工業会のホームページ 
空気清浄装置は、｢たばこの煙のガス成分によっては、 

除去できないものもあり、一酸化炭素等は除去できません｣ 
 

無効な 
分煙システム
に血税を無駄
使いする国 
日本
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公衆の場での屋内喫煙を一時禁止したら 
心筋梗塞の発生が減少！ 



委員会の構成

•  委員長がＨｅｌｅｎａの二番煎じを狙い、知事
に提言 

•  委員に兵庫県タバコフリー協会、保健所長
会代表は入らず 

•  飲食店にタバコ会社が干渉：死活問題と吠
えさせた→タバコ会社自体も指定発言 

•  オブザーバーの意見を議事録から削除 
•  分煙学者がようやく禁煙を訴えたが、相変
わらず引用される過去の分煙研究 
→委員会の答申も、知事の独断で骨抜きに
！例外なき罰則規定付全面禁煙には程遠い




禁煙推進側の意見が 
議事録から削除された


•  「しかし、今回、オブザーバーとして出席した薗潤氏が委
員然として意見を述べ、委員長も発言を促すなど、委員
会の運営上大きな問題点があったことは看過できない。
これについて、県事務局は『今後このようなことが起こら
ないよう注意する』としているが、貴重な1回分の委員会
が空転を余儀なくされた感もある」 

　（たばこ塩産業販売流通版　２０１０年９月１５日号） 
•  皮肉なことに、この記事に書かれている内容（飲食店業
界＆タバコ業界）に都合の悪いオブザーバー薗潤の発言
の数々は、県がアップしている議事録からは削除された。 

　　　　　　　→　県が、業界に騒がれたくない姿勢が明確に




　http://www.who.int/tobacco/communications/events/wntd/2001/en/ 

　WHOは2001年のスローガン 
　　　受動喫煙は人を殺す、嘘を一掃しよう（だまされるな） 
　Second-hand smoke kills. Let’s clear the air. 
 
　　　吸っている人も吸わない人も両方たいへん危険です。 
    Second-hand smoke is a real and significant threat to public health. 
　Supported by two decades of evidence, the scientific community now 　　
agrees　that there is no safe level of exposure to second-hand smoke. 
　分煙は意味がありません。

　完全禁煙の場所を広げてゆきましょう。


WHOの見解：受動喫煙に安全なレベルはない




タバコ規制枠組み条約（ＦＣＴＣ）


•  日本も2004年6月8日に批准済み

•  到達しうる最高水準の健康を享受することは、人種、
宗教、政治信条、経済的または社会的状況の違い
に関わらず、すべての人間の基本的権利のひとつ
であることを述べるＷＨＯ世界保健機関の前文が
背景


•  タバコの消費とタバコ煙への曝露が、健康、経済、
及び環境に及ぼす全世界にわたる破壊的な結果
についての国際社会の懸念を反映し、タバコ需要
を減らす有効な包括的な仕組み




口から吐き出す煙も有害

•  蛍族の父親のいる子供の血中の有害物質の濃度
は喫煙者のいない家庭の子供の血中の有害物質
の濃度より高い


•  喫煙対策は、速やかに完全に

　～「段階的に」というのは遅延策になる危険有り～


　　余計なステップにより対策が遅延するほど、


　　被害者は増える


　　　被害者=受動喫煙を浴びる非喫煙者

　　　　　および


　　　　　　　やめるきっかけを失った喫煙者


ｻｰﾄﾞ 
ﾊﾝﾄﾞ 
ｽﾓｰｸ 
も危険




受動喫煙防止条約


•  2007年6月タイバンコクでFCTC締約国会議
（COP2)が開かれた


•  2010年2月までに、屋内は例外なく禁煙にす
ることが全会一致で決定された


• 日本も税金で代表団を出席させ、この条約
に賛成票を投じた・・・にもかかわらず、国内
ではほとんど報道されず、周知もされていな
い。・・・とっくに実施期限は過ぎている！ 
→規制されていないから危なくないという誤解




2008年の受動喫煙対策の国際基準


必須項目として、 
すべての屋内の公共施設、職場、
公共交通機関は全面的に終日敢
然禁煙でなければならない。 

 
あってはならないこととして 

区切られた喫煙室設置を許容す
ること、例外事項や喫煙を特別に
許す人物などを設定すること 

はまかりならぬ 





禁煙できれいな空気を守る法と 
人権


•  生きるための権利

•  その人がなりうる

最高水準の健康を


享受する権利


•  健康的な環境を

守る権利




スコットランドのバーの従業員
の健康が改善した！


•  肺の機能がよくなり、血中の
ニコチンが減少し、受動喫煙
による疾患が３０％減少した。


•  人生を通じて何人たりとも職
場で危険にさらされてはなら
ない


•  すべての労働者は守られな
ければならない


•  ウェイターの健康の価値は、
一般の事務所で働く労働者と
同じように尊い


 



医療費下がり、生産性が上がり、

オフィスのメンテナンス費用が減り、雇用者の責務も軽くなる




国際基準では 
受動喫煙防止を 

 
●生きる権利 
●到達し得る 

最高水準の健康を 
享受する権利 

　　●健康的な環境を 
守る権利 

としてとらえている 
→ 

日本では、「売上」 
「死活問題」など、 
経営上の理由が 
最優先される 
（しかもそれは嘘）




日本ではなぜできないか 
=分煙はJTがしかける遅延策 
タバコ事業法で正当化される


•  飲食店業者及び利用者への情報不足＆JTの
洗脳（いろいろな分煙、喫煙者と非喫煙者の
共存など耳優しいまやかし） 

•  飲食店業者の団体にJTが入れ知恵をしている 
•  政策決定者が、JTおよび、分煙産業にだまさ
れている 

•  利用者が行動を起こしていない→禁煙運動
のリーダーとされる人たちの団体さえ！




禁煙都市への12のステップ（１） 
訳：WHO神戸センター


１　活動計画・実行を担う対策委員会を設
置する 
２　専門知識を蓄える 
３　地方条例の専門家に関与してもらう 
４　様々な法的措置の可能性を検討する（
タバコ業界からの訴訟の可能性も含めて） 



禁煙都市への12のステップ（２） 
訳：WHO神戸センター


５　政治的チャンピオンを味方につける 
６　市民社会団体の参加を募る 
７　評価・監査の専門家と連携する 
８　メディアやコミュニケーションの専門家
と協力する 
 



禁煙都市への12のステップ（３） 
訳：WHO神戸センター


９　条例（法）執行機関と緊密に協力する 
１０　ガイドラインを作成し周知させる 
１１　施行日を記念して祝う 
１２　用例の執行・管理を確実に行う 
 
 



職場の受動喫煙防止検討会が報告書
を概ね了承 

（週刊保健衛生ニュース平成22年5月17日）

•  厚生労働省の19年労働者健康状況調査：喫煙対
策に取り組む事業所の割合は76%、全体を禁煙に
している割合は18%→安心して働ける職場は18%
だけ！


•  やむを得ず空間分煙とする場合は一定の要件を満
たす喫煙室の設置を求めている。→受動喫煙に無
効な喫煙室の設置をなぜ求める？


•  喫煙室が一定の要件を満たすか否かは、室内の
浮遊粉塵濃度や一酸化炭素濃度などを規定した「
分煙効果判定基準)平成14年6月策定）に沿って判
断することが適当とした。→判定に要する時間とお
金は全く無駄！




•  従業員にマスクなどの保護具を着用させたりするな
ど可能な限り受動喫煙の機会を低減させることが必
要だとした。


→受動喫煙を防ぐ保護具があるのか？


　ＮＯ！


•  とくに喫煙客のいる職場で

喫煙専用室を設置するなど、


労働者の受動喫煙防止に


有効な対策を実施する中小


企業に対しては、経済的負担


の大きさに配慮し「財政的支援


を行うことが望まれる」としている。


→受動喫煙が防げない対策にお金をかけ、しかも財政
的支援を行うのは明らかに、税金の無駄！


これで安心？！




•  顧客が喫煙するために労働者の勤務場所を禁
煙とすることが困難な場合でも、将来の全面
禁煙・空間分煙の導入について国民のコンセ
ンサスを得ながら社会全体で計画的に進めてい
くことが必要だと指摘。


　　→顧客の喫煙＞労働者の生存権


という発想


将来の全面禁煙・空間分煙？


いつになったら、受動喫煙対策


が出来るのか？


2007年11月（受動喫煙防止条約後）厚労省

職場の喫煙対策シンポジウム（神戸）にて




厚生労働省健康局長通知 
「受動喫煙防止対策について」


• 原則全面禁煙

• 屋外でも配慮を

• 職場でも受動喫
煙対策を義務付け


• 罰則規定無し

• 当面分煙でも可




Global Voices for Smokefree Air campaign  
（和訳：松崎道幸氏）


 
1. 受動喫煙は健康に重大な影響を与える

2. 受動喫煙に安全量はない

3. 公衆の集まる場と職場の完全禁煙以外の対策はありえない

4. 空調・空気清浄機・分煙によって受動喫煙の害をなくすことは
できない


5. いかなる人々も受動喫煙の害を受けることのないよう対策を
行なわなければならない


6. すべての労働者は完全禁煙の場で働く権利がある

7. 人々を受動喫煙から守るには、一切の例外を認めない法的規
制が必要である


8. 実効のある受動喫煙防止法には、実効のある強制条項、施行
措置条項、モニタリング条項が不可欠である




タバコ会社の手口 
Intimidation(脅し、威嚇、脅迫）: 

 Stop Tobacco Industry Interference 
（WHO World No Tobacco Day 2012)


•  否認：受動喫煙は健康リスクではない

•  まやかし：受動喫煙被害に反対票を投じる科学
者に助成金


•  話をそらす：換気や喫煙室を作ればよいとする

•  脅しの予言：経済的に困るなど

•  おびき寄せる：オピニオンリーダー的グループ

•  延期させる：法規制を遅らせる






日本のタバコ対策3つの嘘

•  タバコ対策は、アスベスト対策と同様即刻規
制すべき命の問題であるのに、個人の自由
選択による嗜好の問題に摩り替えている


•  今すぐ全面的に規制しなければ、生存権を脅
かす問題なのに、国民の認識を高め、マナー
やモラルに訴えながら段階的に進めることを
推奨している


•  依然として完全分煙という誤った概念を推奨
している




だからタバコ規制が必要なのです。 
喫煙者VS.非喫煙者の図式は誤り 
喫煙者もタバコ会社の犠牲者


カリフォルニアもアイルランドでもニューヨーク
でも・・・・・バーで喫煙しても違法･･･逮捕され
ます。ブータンではタバコの販売も禁止です


従業員の受動喫煙被害をきちんと防止している


例外のない一網打尽の禁煙化


　それで、売り上げは８%上がった。

禁煙にすると客が減るというのは誤り


だった。




健常者A 

健常者B 

喫煙者


タバコ販売業


マスコミ


タバコ会社


タバコ農家


国


政治家


健常者A：喫煙問題にクレームをつける人


健常者B:喫煙を容認する人　　　　　　　　

喫煙問題をめぐる構造


医療と社会９７年５月石川（薗）著




兵庫県でのトピックス

•  兵庫県受動喫煙奨励条例が出来てしまった
（2012年3月19日）→全国で2番目。神奈川の
悪例に倣い、分煙に緩和 

•  小規模店（75平方メートル以下から、100平
方メートル以下に緩和）は、「喫煙できます」と
書けば何もしなくて良い 

•  分煙のための費用は税金から助成する→税
金の無駄なんと3億円！ 

•  病院学校官公庁は平成25年4月1日民間は平成
26年4月1日→前者は10年前の県のタバコ対
策指針でとっくに敷地内禁煙のはず 





タバコ会社の 
干渉 
２０１１年 
９月3日 
神戸新聞 
全面広告 
兵庫県医師会副会長 

足立光平先生 
提供




•  平成23年９月28日（水）第310回定例県議会代表質問答弁

•  答弁者　井戸敏三知事

•  答弁内容

•  　　現在、検討を進めている受動喫煙防止条例は、たばこの喫煙を禁止するの

•  　ではなく、　他者の喫煙により意図せざる喫煙を防ごうとするものです。・・・

•  　　このため、この７月にとりまとめられた「受動喫煙防止対策検討委員会」の報

•  　告に基づき、８月下句に、生活衛生関係の14団体と意見交換をいたしました。

•  　その時に頂いた意見なども踏まえ、事業者に過度な負担や規制を強いること

•  　がないよう、条例骨子案を慎重に検討しています。

•  　　条例骨子案の方向としては､報告書では､禁煙措置とされていた物品販売業､

•  　理容店・美容店、旅行代理店などについて、幅広く分煙措置を認め、禁煙措置

•  　については、対象を学校や病院、官公庁などに限ることとしたいと考えています。

•  　また、不特定又は多数の人の利用する一定規模以上の施設やその一部につい

•  　ては、分煙措置を行うことにしたい。小規模な飲食店などについては、分煙措置

•  　や時間禁煙措置に加えて、顧客の判断で店を選ぶことができるよう、喫煙可能

•  　な店はその旨を表示する措置（ポリシー表示）を選択できることにするなど、全

•  　体として民間事業者の実態に配慮した内容とすることで検討を進めています。 
•  　　　　　　　兵庫県医師会副会長足立光平先生提供




委員会答申を無視した 
骨子案 

「禁煙」を消し 
「受動喫煙防止」 
民間施設は 
「分煙義務」等に 

「宴会場」は適応除外 
「狭い」フロント・ロビー 

緩和 
「他の共有部分」も 

「分煙」 
喫煙可能を含む 

「ポリシー表示」の義務化 
兵庫県医師会副会長足立光平先生提供




どんどん 
後退 
兵庫県医師会 
副会長 

足立光平先生 
提供




「分煙義務」が「区分分煙」に 
「ポリシー表示」が 

「喫煙可能表示義務」に 
「区分分煙義務」の対象面積要件を7

5㎡超から100㎡超に緩和(業界の
要求どおり) 

適応除外とする旅館等客室の内、 
１／３以上を禁煙とする努力義務を 

外し、「一部」と変える 
「分煙」等の期限を「当分の間」とし

て明記しない 
「喫煙室」等に３億円もの公費 
「推進員」に5000万円 

施行期日を2013.4.1に１年猶予し、 
かつ管理者が講ずべき措置期限を

2014.3.31まで延期。 
更に罰則規定の適応は、2014. 

   9.30以降まで延期 
兵庫県医師会副会長 
足立光平先生提供 






JTは絶賛！



            (前略)

　　　　　　  条例は、事業者、県民やその代表である県議会の幅広い意見等を踏まえ、様々な議
論を重ねられた結果、可決成立したものと理解しております。


•  　　条例により、事業者及び施設管理者におかれましては、その経営実態や顧客の喫煙ニー

•  　ズ等を踏まえ、施設区分に応じて、区域分煙、時間分煙、喫煙可能表示（ポリシー表示）

•  などの具体的対応を取ることが求められます。

•  　(中略)規則等の策定や運用に際しては、県が示している「規制される側も条例を遵守できる

•  合理的で必要最小限の規制であることが必要」との規制に関する基本的な考えに基づき、

•  事業者等に過度な負担を課すことのないよう、慎重な検討をお願いいたします。

•  　　当社といたしましては、事業者および施設管理者に対して分煙コンサルティングにより

•  　分煙に関するノウハウ等を提供することや、県に対して適切な分煙基準の設定等のために

•  　当社が有する知見を提供することなど、可能な限りの協力を行ってまいりたいと考えてお

•  　ります。

•  　　当社は、たばこを吸われる方と吸われない方との協調ある共存社会の実現に向けて、引

•  　き続き様々な取組みを積極的に推進していく所存です。

•  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2012年3月19日

•  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本たばこ産業株式会社

•  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役社長　木村　宏 
•  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　兵庫県医師会副会長足立光平先生提供
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2012年5月16日神戸新聞




喫煙できます！
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阪急西宮ガーデンズ 
JT提供　豪華喫煙所
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理想の職場 
伊藤建設（新居浜）


私は、地震と

タバコと戦って
います。


建築現場ももちろん禁煙

ルールを守れずタバコを

吸うような業者は

取引中止


トップの認識に頼るのではなく、職場禁煙の法制化を！




 
飲食店を禁煙にする店側のメリット


•  従業員と店主の命と健康が守れる 
•  客に健康志向がアピールできる 
•  客層がよくなる（「お店は禁煙にしたかった。喫
煙者のお客さんは、料理が遅いとイライラして待
てないので、困った）「旬魚旬菜むらおか」の大将のことば） 

•  ファミリーが安心して利用できる 
•  コーヒーだけで粘る客が減る・・・・・売り上げ向上 
•  掃除が楽で、火事も防げる 
・・・・・・・・・・・・法律で、一網打尽に禁煙化されると
、飲食店の売り上げは上がるというのが世界の
実績。 



1999年シドニー




シドニー空港の免税タバコ売り場

タバコは展示してはいけない


2010年シドニー




アクションの提案

•  JT同様分煙をステップとし、禁煙推進活動を利
権の手段とする禁煙団体ではなく、「たばこ事
業法」を撤廃し、「タバコ規制法」を作り、1日も早
くタバコを博物館に閉じ込め、解散することを目
的にする「日本タバコフリー学会」へご参加を！今
年9月16日17日神戸へご参集を！ 

•  禁煙のレストランを利用しよう 
　危険を知る人が、受動喫煙を容認しては、受動
喫煙の危険が伝わらない。客のことを考えて、
頑張っている禁煙飲食店が報われる応援を 
•  禁煙でないレストランに「禁煙でないと利用でき
ない」ことを伝える 

 
 
 





Source: Tobacco Free Hall County, USA 

http://www.tobaccofreehallcounty.org/ 

受動喫煙は人を殺す！


海外の禁煙キャンペーン
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(最新営業案内等もお知らせしています。                                                                                                                                                        


 
 
 
 



９月１６日１７日兵庫医療大学 
日本タバコフリー学会学術大会




ワイガンド博士が

　主人公の映画

「インサイダー」が

アカデミー賞の

候補に（1999年）
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